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は じ め に

豊かさの源泉として認識されてきた天然資
源，特に，天然ガスや石炭，石油といったエネ
ルギー資源を含む広義の意味での鉱物資源の豊
富さが，逆に社会に負の効果をもたらす現象を
「資源の呪い」と呼ぶ。この「資源の呪い」研
究は，特に鉱物資源に注目し，主にクロスカン
トリーデータや一国の時系列データによる相関
分析を利用した社会要因と負の現象との相関を
特定する作業によって発達し，地域研究によっ
て肉付けがなされてきた。その当初こそ，飛び
地，オランダ病，債務依存等の個々独立した因
果関係から，主に工業国に比した資源依存国の
劣った経済パフォーマンスへの説明がなされて
きたが，その分析が制度に達し，資源依存と制
度劣悪化の相関関係に及ぶと，「資源の呪い」現
象は，制度劣悪化，特に財政や利益分配に関す
る市民・住民の監視や参加といった民主的な制
度の悪化を媒介として，資源依存とさまざまな
社会指標の悪化とが結びつけられたものとして
説明されるようになった。今や「資源の呪い」
は，資源産業の有する顕著な，もしくはユニー
クな特徴が，複数のルートによって主に民主的
な制度を悪化させ，政治や経済のミスマネージ
メントを招き，結果として負の社会指標を増大
させる現象として，言い換えるならば，多くの
メカニズムが複雑に絡み合った現象として立ち
現れることとなる。

しかし，未だ多くの「資源の呪い」研究が相
関関係による資源（産業）特徴と社会指標との
新たな相関関係に重きを置いていることもあ
り，一国研究でも複雑に絡み合ったメカニズム
全体と照らし合わせるのではなく，一つもしく
は二つのメカニズムに焦点を当てた説明がなさ
れるのみであるか，1）本稿のメカニズム区分の
ような因果関係の明確な整理はなされていな
い。2）この弊害は，後述のように一つのメカニ
ズムへの対応が他のメカニズムを助長し，結果
として「資源の呪い」を効果的に回避できない，
時には，逆に悪化させるかもしれない点にあ
る。さらに，「資源の呪い」への国際的な注目
が資源への経済依存著しく，その期間の長い国
に集中する一方で，資源への依存度や依存度の
高い時期がそれ程高くないもしくは長くない資
源国，いわゆる新興鉱業国や準資源国に対して
の「資源の呪い」メカニズムに即した具体的な
分析は少ない。本稿が抽出したフィリピンやモ
ザンビークもその一つであり，「資源の呪い」へ
の言及はあっても，その具体的なメカニズムの
分析はなされていない。
筆者は，「資源の呪い」研究においてしばし

ば論じられる因果関係を7つのメカニズムに区
分し，また，筆者が新たに抽出した合意不可能

1）「資源の呪い」研究の中心は，この点に関するもの
である。主要なものに関しては，本稿の各メカニズ
ムの説明で示唆する文献を参照されたい。
2）例えば，Ross（2012）や Karl（1997）等。
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性から生じるメカニズムを加えた8つのメカニ
ズムを取り上げ，これまで「資源の呪い」研究
の対象から外れてきたフィリピンを対象として
分析を実施した（図1）（栗田，2013）（Kurita，
2015，2016）。その結果，フィリピンが過去の
一時期および現在，複数のメカニズムが機能
し，「資源の呪い」の影響を受けている（いた）
ことを明らかにした。
本研究は，同様の分析を，フィリピンと同じ

く鉱業を急速に拡大させ近年新たに資源国の仲
間入りを果たしたモザンビークに当てはめ，分
析，比較する。このことにより，「資源の呪い」
への注意が不十分な鉱業化の過程にある新規鉱
業国が既に「資源の呪い」の影響を強く受けて
いる可能性のあることを明らかにするととも
に，統計分析では描き出せない「資源の呪い」
への過程やその多様性を描き出す。
「資源の呪い」研究は，その資源国や資源の
定義，「資源の呪い」と連関する社会指標，そ
もそものメカニズムの是非等に関してすら未だ

に議論の収束を見せていない。本稿は，クロス
カントリー分析のような共通要素の抽出ではな
く，それぞれの国で生じている資源依存による
ナショナルレベルでの社会的な負の影響を把握
しようとするものである。したがって，上記メ
カニズムの是非に関する議論には踏み込まず，
それらメカニズムが分析対象国で機能している
か否かを判断しようとする。
資源や資源国の定義も分析対象のメカニズム

や因果関係によって多様である。まず，本稿で
は，過度の政治的な依存もしくは期待から生じ
る制度悪化要因や農業発展阻害要因としての資
源の特徴を取り上げるため，農産物や木材は含
めず，炭化水素燃料を含んだ広義の鉱物資源を
資源として取り扱う。そのため，鉱業の定義も
これらの資源を抽出する産業として定義する。
したがって，今後，本稿では，資源ではなく鉱
物資源，資源国ではなく鉱業国，資源産業では
なく鉱業として「資源の呪い」に関する叙述を
行う。

図1 「資源の呪い」へと導く多様なルート

Kurita（2015），栗田（2014）を加筆
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「鉱業国」の定義・区分については，便宜上，
狭義の鉱物資源に限定して用いられているもの
ではあるが，次の世界銀行の区分を用いる。
World Bank and International Finance Corporation

（2002）では，鉱物資源額／全輸出額が50％以
上の国，および15－50％の国，15％未満の国
をそれぞれ「鉱業に一極依存している国」，「鉱
業が主要産業の国」，「鉱業が産業として成り
立っている国」に区分しているが，本稿では，
それぞれ順に「鉱業重依存国」「鉱業依存国」「準
鉱業国」と呼び，特に「鉱業重依存国」および
「鉱業依存国」を「鉱業国」として区別する。

1．「資源の呪い」を支えるメカニズム

オランダ病を含むいくつかのメカニズムは，
特に開発初期段階の発展プロセスにおいて，農
業や工業を資源産業よりも好ましい特徴を有す
る産業として位置付ける。「貧困層」が支配的
な発展初期段階の国において，政策や世帯の教
育インセンティブを高め，拡大する潜在的な労
働力を受け止め，低層から中産階級への上昇を
支える労働集約的な農業・工業を拡大するこ
と，そして，このような産業を基盤とした高付
加価値産業への移行こそが，開発戦略の「王道」
として認識されるからである。そして，資源や
援助への依存は，この工業化の基盤である制
度，人的資源，インフラ等を整備するための
「手っ取り早い」資金源として重要視される。
工業を基盤とした発展を開発初期段階から目

指す際，国内市場の限界を突破するための労働
集約的な農業・工業の国際競争力を伴った輸出
拡大，そして，安定的な外資の両産業への導入
は，必須条件である。したがって，外資導入と
工業化を支える教育を受けた大量の（潜在的）
労働者や輸出志向外資導入環境としての安定的
で透明性の高い政治経済を作り出す政策的なイ
ンセンティブが生じることとなる。国民の政治
参加や政治への監視といった民主制度の基盤を
支える要素でもある。

1－1． 脱工業化メカニズム
資源のブームとその終了がもたらす生産要素

の移動およびマクロ経済環境の変化が脱工業化
をもたらす現象をオランダ病3）と呼ぶ。この
脱工業化のプロセスが脱工業化メカニズムであ
る。
資源ブームが輸出志向の資源産業にもたらす

膨大な利益のゆえに，資源ブーム期に資本，労
働力，材料が資源産業に偏重し，高騰した国際
資源価格は過度の現地通貨高を作り出し，課税
の容易な資源産業からの輸出税に政府収入が過
度に依存する。この結果，自国通貨の為替レー
トが低いという輸出に最適な初期条件下におい
て，生産投入財の多くが資源産業に吸収されて
しまい，生産財投入価格と資源輸出に引っ張ら
れた為替レートの両者が上昇してしまうため，
他輸出産業の拡大機会を大きく損なうこととな
る。
さらに，必ず訪れる資源ブームの終了，特に

資源産業に顕著な国際資源価格の暴落の際，輸
出志向の工業や農業は資源産業で必要なくなっ
た生産財を量的にも効率的にも十分に受け切れ
ず，為替レートの低迷にもかかわらず工業や農
業の輸出が伸びず失業も緩和されないため，社
会混乱と投資環境の長期不安定化が工業化をさ
らに妨げることとなる。

1－2． レント依存メカニズム
レント依存（Rentier State）メカニズムは，

巨額かつ不安定なレントへの国家財政の依存

3）オランダ病は，Corden and Neary（1982）を契機と
して2000年代初期までに精力的にモデル化が進めら
れた理論である。コーデン等によって提唱された
Spending Effectと Resource Movement effectは，Torvic
（2001）の注目した工業の持つ learning by doing effect
が経済成長に果たす役割，ブーム後における輸出工
業の回復の遅延を論じた Kurugman（1987）や工業投
資や生産性の低成長を論じた Guylfason（2001）によっ
て補強されている。また，「資源の呪い」を世に提起
した代表的な作品である Sachs and Werner （1995）
（2001）は，オランダ病を「資源の呪い」の原因とし
て取り上げている。
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が，国民の政治参加や透明化，公共政策へのイ
ンセンティブを弱め，開発国家としての制度や
民主制度の構築を阻害するプロセスである。4）

エネルギーや他の戦略的に重要な鉱物資源は
巨額かつ不安定なレントを生み出す。資源国
は，必然的にこのレントに税収，時には国家財
政の多くを依存することとなる。しかし，国民
や民族企業との摩擦を必要としない相対的に容
易な資源産業からの税収は，政府の制度や行政
への改革のインセンティブを大いに減じてしま
う。さらに，不安定な税収は予測不可能である
ために政府も柔軟な対応をせざるを得ないが，
しばしば時間のかかる民主的な手続きが忌避さ
れ，一局集中的独裁的な管理嗜好が汚職の余地
を拡大する。加えて，国民からの「血税」では
ないために国民の政府収入への監視（Check &
Balance）インセンティブも相対的に小さくな
らざるを得ない。
このような不透明で独裁的な巨額資金の管理

は，現役政権の権力維持・向上のための資金源
として利用されやすく，公共政策を通した国民
全体への利益供与よりも既存のパトロネージ構
造を利用した特定少数への利益供与が集票や忠
誠心獲得のための手段として効果的な手段とし
て，レントにアクセス可能な少数の政治家の前
に立ち現れる。

1－3． 過剰債務メカニズム
優良な資源の保有情報は，資源国経済に対す

る資源国政府および国際金融機関の将来返済に
対する信用を大きく高めることとなる。加え

て，海外から政府への直接的もしくは政府の与
信活動を通じた巨額資金の資源国への流入は，
レント依存メカニズムと同様に政府の制度や行
政の改善インセンティブを低める効果を有する
場合がある。この結果，「適度」を超えた債務
の流入に基づいた政策が実施され，レント依存
メカニズムによる汚職を含めた非効率的な資金
運用やミスマネージメントが返済計画を大きく
下回る結果をもたらし，さらに，ブーム終了後
に生じる経済混乱が債務返済を著しく困難に，
恒常的な債務依存経済が作り出されてしま
う。5）

1－4． レントシーキング・メカニズム
巨大なレントを生み出す資源産業は，特に，

所有権，市場，透明性や民主制度等に関する
法制度環境が十分に整っていない国において，
政治家や官僚といった管理主体と企業との間で
レントシーキング活動を活発化させる。レント
シーキング活動が，公共利益に資する目的で用
いられるのであれば良いが，レントシーキング
の悪循環による社会破壊の危険は大きい。そし
て，このレントシーキング活動の資源国家に対
する影響の正負の基準となるのがその国の制度
である。6）

制度が効率的な生産者に資する（Producer
Friendly）法の支配にあるならば，レントシー
キング活動は生産性の高い企業の参入により経
済の効率化に資するかもしれないが，逆に，法
の支配が弱く強奪者に資する（Graber Friendly）

4）レント国家は，中東産油諸国の特徴の説明として
Hossein（1970）によって提唱されたが，Rossは「資
源の呪い」と民主制度発達阻害の関係をレント依存
国家に生じる Rentier effectから説明しようとする
（Ross2001）（Ross2012）。また，Robinson et al.（2006）
や Collier et al.（2009）や Collier and Hoeffler（2005）
は，巨額のレントから可能となるチェック＆バランス
の弱体化とパトロネージ政治の効率化との連関から
「資源の呪い」を論じる。さらに，Birdsall et al.（2001）
は，国内格差拡大を要因としての公共教育投資意欲
低下との悪循環を説明する。

5）豊富な資源と過剰債務との関係は，1980年代の世界
的な累積債務危機に対する分析により，非常に一般
的なものとなっている。特に，アフリカや中南米の
鉱業国における累積債務の分析の大半がこの点に割
かれているといっても過言ではない。この時期の累
積債務は，オイルマネーの流入という特徴かつ世界
的なレベルとしては初めての現象という時代的特殊
的な要因があるものの，現在に至るまで，資源国家
の過剰債務に対する懸念は鉱業国のマクロ経済分析
をする上で一般的な項目であり続けている。
6）レントシーキングについては，Krueger（1987）が
その研究についての道筋を作っている。
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制度が支配的であるならば，汚職7）等の悪し
きレントシーキング活動を重視する企業によっ
て経済効率的な企業は駆逐されてしまい，肥大
化した非効率的産業によって経済成長も悪化す
る。8）

1－5． 不満メカニズム
資源開発は多くの場合に，その開発地域にお

いて少数の裨益者と大多数の被害者に非影響住
民を二分化する。特に，土地の収奪はその典型
的な被害事例であり，生活手段でありリスク回
避手段であった土地の喪失と不十分な補償やそ
もそも新たな生活手段創出の困難な地域での補
償失敗は，被害者に深刻なダメージを与えるこ
ととなる。加えて，地域のリーダーシップ争い
でも資源利益の動きがリーダーグループの固定
へと繫がりやすいため，資源利益へのアクセス
を獲得できないリーダーを競争において著しく
不利にする。
以上のような不満は，分離独立運動や革命運

動への参加のインセンティブとなり，また次の
強欲メカニズムの基盤ともなり得る。さらに，
合法的な手段を奪われた深刻な被害は，反政府
武装運動の正当化の主要な根拠として利用され
ることとなる。9）

1－6． 強欲メカニズム
中央政府の統制が十分に行き届かない，もし

くは，それを阻害することが可能であると判断
され，独占し得る資源利益がその領域に存在す
る場合，地域エリートによるその利益独占可能
性が分離独立運動や革命の隠された理由となり
得る。もしくは，分離独立運動や革命を担う勢
力が権力や武力の維持・拡大を目的として，資
源利益独占のために優先的に資源地域に運動を
展開する。10）

1－7． 抑圧メカニズム
上述のような資源の富の分配が引き起こす紛

争・内乱および非合法的抵抗に関するリスクの
増大は，中央政府による国内抵抗組織への武力
的，非民主的な抑圧を正当化する根拠となる。
巨額の資源利益および利益期待の存在が，現地
政府のみならず，海外からの軍事支援や活動企
業による現地政府やローカルエリートへの保護
費用支払いの源泉となり，またインセンティブ
となるからである。11）

さらに，軍事化や開発プロジェクトの武装化
は，しばしば軍や警察の権限を強めることにも
なるが，そのような権限の強化はプロジェクト
地域内および地域を超えて国全体において，合

7）本稿では，世界銀行や IMFにならって，汚職を「私
的利益のための公共の，もしくは委託権力の誤用
（misuse of public or entrusted authority for personal
gain）」と定義する。
8）この2つの区分によって分析を実施したのは，
Mehlum et al.（2006）である。この研究は，その後の
「資源の呪い」研究を制度分析へと向ける上で重要な
知見を与えるものとなっている。
9）資源地域での紛争を生じさせ，再発させ，もしく
は，長期化させる背後にあるメカニズムとして利用
されるのが，この不満メカニズムと後述の強欲メカ
ニズムである。2000年頃までは，紛争に発展し，また
紛争を長期化させる背景にあるのが，この強欲メカ
ニズムか，それとも後述の民衆の不満の蓄積を通し
た不満メカニズムかの議論が熱く戦わされていたが，
近年では，2つのメカニズムを二者択一ではなく，
紛争の両面として捉えるものが主流となっている。
例えば，Collier and Hoeffler（2002），Ballentine and
Sherman ed.（2003），Keen（2000），Berdal and Malone
（2000）を参照。

10）本メカニズムは，lootable resources（略奪可能，輸
送可能な資源）を前提として，麻薬，ダイヤモンド，
金，他貴金属や宝石が，アンゴラ，シエラレオネ，
コンゴ民主共和国，リベリア，コロンビアにおいて
武装勢力の資金源として機能していたことを，武装
勢力のリーダー（もしくは組織者）の立場から説明
する。本メカニズムおよび不満メカニズムとの関係
においては，前注の文献を参照。

11）本メカニズムは，先述の強欲メカニズムや不満メ
カニズム，そして，後述の合意不可能性メカニズム
から生じる政府そのものや資源プロジェクトへの抵
抗運動への政府の解決手段の一つとしてしばしば利
用される手段であり，多くの場合，強欲メカニズム，
不満メカニズムへの対抗手段やレント依存メカニズ
ムで見られる巨額のレントを利用した権威主義制度
防衛手段として，それらメカニズムの分析の中でし
ばしば論じられる。本稿では，この抑圧メカニズム
を，それら三つのメカニズムと連関し得る一つのメ
カニズムとして取り扱う。
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法的な手段で政府に異議申し立てを行う市民の
活動，そして一般国民に対しても抑圧的な手段
として用いられ，民主主義の基盤であるさまざ
まな決定や議論への国民の参加を大幅に阻害し
うる。

1－8． 合意不可能性メカニズム12）

先述したように，本メカニズムは筆者がフィ
リピン研究での知見（栗田，2005），（2008），
（KURITA，2013），（2015），（2016）を基に抽出
したメカニズムである。巨額な投資を要するハ
イリスク－ハイリターンの経済活動には，その
リスクを減少させようとする強力なインセン
ティブが開発・操業を求める企業に働く。そし
て，その許可を与える立場にある政府機関や一
部の政治家，近年では一部の地域住民にとっ
て，そのインセンティブが企業との交渉にとっ
て有利な要因となっていることは間違いない。
その有利な交渉条件が地域住民や国民にとって
の公共利益の増大という正のレントシーキング
効果に結びつけば良いが，他方でレントシーキ
ング・メカニズムと同様に汚職という悪しきレ
ントシーキングにも結びつきやすい。
このハイリスクは企業のみならず，国民と特

に地域住民の生活にとっても当てはまる。住民
にとってのハイリスクは，合意形成を著しく困
難で時間のかかるものとしているが，ハイリス
ク－ハイリターン環境の下，国際価格高騰期の
できるだけ早期に生産を開始したい企業にとっ
て，合意形成プロセスは主要なリスク要因であ
る。そして，合意の基準が曖昧なことから汚職
との親和性は高くならざるを得ない。この結果

は，汚職利用可能性の高い開発促進サイドに偏
重した合法的手続きの無視や抑圧的手段による
合意強制であり，これらの手続きの「一般化」
は，レントシーキング・メカニズムの制度悪化
や強欲・不満メカニズムの基盤となる。

以上，8つのメカニズムは，それぞれが複雑
な連関を有しており，それぞれのメカニズムを
個別完全に切り離すことはできない。それらメ
カニズムを単純化したものを図1に示す。

2． フィリピンの二つの鉱業化の過程

フィリピンは，1960，70年代および現在の
二度にわたり，鉱業の拡大によって「鉱業国」
および「準鉱業国」入りした経験を有する。13）以
下，栗田（2013），（2015），（2016）を利用し，
最近のデータを付け加えることにより，フィリ
ピンの二度の鉱業化の過程で機能している（い
た）「資源の呪い」メカニズムについて整理す
る。

2－1． 鉱業前史
フィリピンは1565年の植民地化の当初より

現在に至るまで，鉱業レントそのものというよ
りも鉱業レントへの過度の期待がナショナルレ
ベルでの政治の主要な決定要因の一つであり続
けている。スペインによる植民地化や米西戦争
（1898年）後の米国人による鉱山地域への入植
や探査は単発的もしくは短期的な抵抗を生み出
したが，それに対する植民地政府による軍事
的，抑圧的な対応からは，不満メカニズムや抑
圧メカニズムを観察することができる。14）

しかし，鉱業が主要産業として成立するの
は，1930年代にバギオ地区，パラカレ地区，
スリガオ地区の3地区にて多くの金鉱脈が発見
され，操業を開始してからである。その後，鉱

12）本メカニズムは，これまでミクロレベル（各プロ
ジェクトレベル）でのレントシーキングの積み重ね
としてレントシーキングメカニズムの一つとして先
述のマクロレベルのレントシーキングメカニズムと
区別して論じてきたが，本稿では，大規模プロジェ
クトに付随する地域住民による合意不可能性から生
じていることを強調する意味で，合意不可能性メカ
ニズムと呼ぶ。大規模な開発プロジェクトにおける
合意不可能性がもたらす問題としては，栗田（2008）
を参照されたい。

13）フィリピン鉱業の歴史については，Lopez（1992），
栗田（2005）を参照。

14）これらの出来事に関しては，栗田（2005）を参照。
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業は，第二次世界大戦での米日両軍による意図
的な鉱山の破壊による衰退を経た後，日本の高
度経済成長に牽引されて銅鉱業を急伸させ，そ
れに伴って銅精錬やニッケル鉱業といった新規
分野へと拡張させ，フィリピンを世界有数の鉱
業国へと押し上げた。表1に示すとおり，1965
年以降，鉱山数，輸出額，総輸出に占める鉱業
輸出の割合は急激な増加を見せ，70年には鉱
業国の仲間入りを果たしている。

2－2． 初めての鉱業国化に伴う「資源の呪い」
フィリピン鉱業化の過程は，当時十分な理解

には程遠かった多様な「資源の呪い」のメカニ
ズムに十二分に影響を受けた過程でもあった。
鉱業の輸出パフォーマンスは必然的に為替レー
トを押し上げたが，鉱業に関する大統領への権
力一元化を基盤としたブーム時とブーム終了時
による過剰かつ効果のない，もしくは逆効果の
著しかった公共財の投入が，他東南アジアと比
して著しく遅れた工業化15）と1980年代の累積
債務危機の主要な原因となったのは間違いない

（栗田，2007，2013）。さらに，非効率的な経験
を有さないクローニーへの鉱業の参入支援とそ
のための非効率的な外資規制が生産性の高い鉱
山の排除と収奪志向の鉱山の増加，その後の破
綻を生じさせた（金属鉱業事業団，1982）。加
えて，鉱山と伐採業（その少なくない部分が鉱
山開発に伴うものであり，輸出用木材や坑道の
支えとして用いられた），ダム建設等による土
地収奪が，特に北部山岳地帯であるコルディレ
ラ地方と南部のミンダナオ島での共産主義武装
革命組織 NPA（新人民軍）とイスラム主義武装
分離独立組織MNFL（モロ民族解放戦線）の
活動の正当化根拠となり，多くの被害者が活動
に参加した。そして，このような武装組織の活
発化は戒厳令正当化の根拠となり，軍による抑
圧が強化されることとなった（栗田，2013）。
合意不可能性に関しては，戒厳令や傾斜地国

有化を通して鉱山を含めた資源開発への被害住
民参加が実質的に制限され，軍や警察に守られ
た合意強制の下で鉱山開発が促進された。戒厳
令はMNFLというよりも身近な政敵排除を目
的として実施されたことが戒厳令直後に明確に
なったが，その後の長期化に鉱山と伐採業を中
心とした開発促進の意図があったことも事実で
ある。
この時期，先述8つの「資源の呪い」メカニ

ズムのうち，全てのメカニズムをフィリピンの
鉱業化と鉱業崩壊の過程において観察できる。

2－3． フィリピン再鉱業国化の現在
再鉱業化
「資源の呪い」を一つの主要な原動力とした

15）例えば，フィリピン，インドネシア，マレーシア，
タイにおける工業生産成長率は，1965－74年87％，
128％，データなし，171％，75－79年26％，70％，
59％，55％，80－85年15％，84％，29％，27％，
65－85年115％，882％，287％（75－85年の期間），
481％であり（World Bank Databaseより），フィリピ
ンの工業成長率が格段に低い。鉱業パフォーマンス
との比較，「資源の呪い」メカニズムに即した分析を
実施するならば，特にこの時期のフィリピンの工業
化，ひいては開発戦略の失敗の原因の多くが「資源
の呪い」メカニズムから説明できることは間違いな
い。しかし，当時のフィリピン鉱業を「資源の呪い」
と結びつけた研究は，本稿と栗田（2013）以外にな
い。

表1 フィリピンの鉱工業

出典：Steinberg, S. Ed.（1967）, MGB mineral statistics, Bako ng Pilipinas statistics
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政治経済危機から脱却したフィリピン政府は，
1995年に大幅な改定を行ったフィリピン鉱業
法を契機とした一連の鉱業環境の整備により，
衰退した鉱業を開発政策の中軸の一つとして位
置付ける。同時に，膨大な数の鉱山開発と探鉱に
関するプロジェクトが国内外の企業より申請さ
れたが，その全面積はフィリピンの1／4以上
にのぼる。
その当初は土地収奪や環境，先住民族権利に

関する問題への国内外の強い懸念と批判，そし
て，いくつもの大規模な鉱害が国内外での鉱山
開発反対運動を高め（栗田，1997），2000年頃
になると深刻な被害に加えて地域経済への裨益
効果の低さや低開発への批判も加わった。その
ため，表2が示すように，膨大な数の鉱山開
発・探鉱申請数にもかかわらず，鉱山の数は
2000年まで減少し続けた。しかし，好調な資
源価格の下，後述するような強引な開発の推進
により，その後は鉱山数，生産量ともに着実か
つ急速な拡大を見せ，2007年には再び輸出比
も5％を超え，準鉱業国の仲間入りを果たし
た。

紛争関連メカニズム
フィリピンの再鉱業国化は，その当初から地

域住民による反発とそれに伴う全国的国際的な
鉱山反対運動に一部キリスト教会も加わり，さ
らに，武装組織の活発化，それら組織への多く

の被害住民の参加もしくは支援・連携が進んだ
ため，国内外，そして，合法的および非合法的
両面からの強力な反対運動に直面した。特に，
NPAは，1995年以降，数多くの鉱山プロジェ
クト申請地域の住民が政府への不信と生活手段
創出の不安から NPAの活動に参加するように
なったとメディアを通して宣伝しており，実
際，1995年に6，000人まで減少させていた
NPA兵士数は，2000年までの5年間で2倍に
膨れ上がったと言われている。16） NPAは，外部
へのアピールで大規模鉱山による環境および生
活の破壊を批判する一方で，積極的に小規模か
ら大規模に至る鉱山の地域を勢力地域として宣
言し，革命税と呼ばれる税金を採鉱主体に要求
する。17）

強力な鉱山反対運動に対して，ラモス政権
（1992－1998）は環境や先住民族権利に関する
手続きの整備によって批判緩和を図ったが，そ
の後を受けたエストラーダ政権（1998－2001）
は，制度施行前に申請していたことを理由にほ
とんどの鉱山をそれら手続きから除外すること
で反対住民・NGOの意見を無視して，鉱山申

16）NPA兵士数の変遷については，Esperon（2006）参
照。

17）ルセルノフィリピン軍報道官は，2004年の最初の
6ヶ月で＄745，000の革命税を NPAが得ており，そ
の多くが鉱業，農業，テレコミュニケーション業，
輸送業からのものであることを報告した（New York
Times，2004）。

表2 フィリピン鉱業および資源の呪い関連指標の推移

出典：MGB mineral statistics, World Bank database

［愛媛経済論集 第37巻，第1号，2017］

―8―



請を許可した。
アロヨ政権（2001－2010）に入ると，特に鉱

山地域住民の被害と不満が蓄積され，制度的交
渉手段への無力感を増大させた。被害住民の被
害，不満を正当化の根拠とした反対運動や武装
勢力の拡大・活性化，海外からのメディアや市
民団体を通した監視や政治圧力の強化が，武力
衝突の増大，反対住民・被害住民による被害や
違法性のアピールの積極化，そして，鉱山への
強い懸念や批判を行う地方自治体の政治家や首
長，国会議員，他政治影響力を有する有力者等
の出現を招き，中央政府による合意の強制が困
難な状況となる。
上記のような合意不可能性の顕在化に対し

て，アロヨ政権は9・11以降のテロリストへの
全面戦争と国内武装勢力の拡大を利用して，
2001年に対テロ全面戦争（Total War）の宣言と
ともにオプラン・バンタイ・ラヤと呼ばれる軍
を中心とした超法規的な対テロ作戦を展開した
が，その際に作戦の重要地域として軍や警察に
よる抑圧的な活動に晒されたのが鉱山（申請）
地域である。ここで用いられた暴力手段は，
「テロリスト」とレッテルを貼られた人や家族，
そして所属コミュニティに用いられることと
なったが，その対象の拡大解釈により，しばし
ば鉱山の反対運動のリーダーや支持者，ジャー
ナリストにも向けられることとなった。特に武
装勢力が活動する鉱山地域において，軍による
人権を無視した過度の活動は正当化，もしくは
黙認され，合法的な闘争手段の要となるジャー
ナリストや市民活動家とのアクセスが排除され
た。そして，時に殺害や拘束後の失踪，拷問も
利用される反対運動への抑圧的な圧力を通し
て，再び合意の強制が鉱山開発への有効的な手
段として機能するようになった。
抑圧的，超法規的な軍事作戦は，一方で武装

組織を大幅に減少させることに成功したとフィ
リピン政府から宣伝されているが，18）他方で，
環境や人権といった「正義」や自身の生活の権
利を主張する人々，武装組織と全く無関係な

人々への被害の拡大が，武装組織や反政府運動
に対して，政府に反対するもしく革命を起こす
正当化の根拠と合法的な手段に対する不信感，
無力感19）を与え，それら組織へ参加する理由
や契機を被害住民に与えていることも否定でき
ない。

合意不可能メカニズム
こうした紛争メカニズムの背景にあるのが，

採取産業のハイリスク－ハイリターンという特
徴と鉱山企業の過度のリスク回避行動に伴う
フィリピン政府の反応であるとみるならば，一
連の抑圧と不満，紛争の悪循環も合意不可能性
メカニズムの一環ととらえられる。
マルコス後の急速な民主化のぶり返しは，

繰り返しになるが，新たな憲法体制下で住民・
市民の参加余地を大きく拡大させた。開発，特
に鉱山開発に関して，利害関係主体が，イン

18）フィリピン政府の発表による新人民軍の2002年以
降の減少に関し，筆者は懐疑的である。1993年より
フィリピン各地の鉱山地域で調査してきた筆者は，
それこそ多くの NPA兵士や協力者と遭遇し，また，
NPAに関する噂話を含めた活動について聞いてきた。
1995年以降の鉱山開発活性化に伴う NPAの増大に関
しては，私の調査の実感とも一致するものであった
が，少なくとも鉱山地域において2002年以降も NPA
兵士や協力者が減少しているという実感はない。小
さな島を除き，依然として NPAは鉱山地域のどこで
も活動しており，鉱山企業や小規模採金グループと
革命税の徴収のための交渉や示威行動を積極的に
行っている。それどころかこれまで活動拠点のなかっ
たパラワン島でも近年拠点を作り，鉱山地域で活動
を展開している。それどころか，いくつかの鉱山で
は，フィリピン軍と武装組織が互いに緩やかな連携
の下で鉱山から革命税や保護税を徴収しているとい
う鉱山管理人や小規模採金者の発言を聞いている。

19）「私の目の前で家が軍人によって焼かれた。法律は
私たちを全く守ってくれず，政府は法律を守らない。
勝てるとは思わないが，政府が法律ではなく武器で
私たちを抹殺（ジェノサイド）しようとしてくる以
上，私たちも武器をとるしかない。逃げる場所はも
うないのだから」（フィリピン調査より）
インタビューを実施した時期や場所を明かすこと

はできないが，これまでインタビューした100人以
上にのぼる反政府武装組織兵士の大半が上記のよう
な政府の合法的な武力を前にした合法的な手段に対
する無力感を武装組織への参加理由にあげる。
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フォームドコンセントの権利を有する先住民族
もしくはグループ，直接影響住民・組織，
NGOなどの関連組織，地方自治体に拡大され，
特に地方自治体や先住民族コミュニティには実
質的な拒否権が与えられ，NGOや教会等の積
極的な関与も可能となった。その結果，産業界
から賞賛をもって迎えられたはずの新しい鉱山
開発体制は，先述したように合意形成でつまず
き，鉱山企業にとって，住民合意の困難さが最
大リスク要因のひとつとして認識されるように
なる。
これに対して，フィリピン政府は軍事的な抑

圧をかけると同時に，手続きの円滑化を目的と
して省庁間を横断した鉱物開発委員会が手続き
を一括して審査する組織として設置されたが，
これは実質的に鉱山推進を強く打ち出している
環境天然資源省，ひいてはアロヨ大統領への決
定の一元化に等しい措置であった。
同時に，住民参加，省庁や三権の間のチェッ

クアンドバランスの機能を軽視，もしくは無視
する行為がアロヨ政権において立て続けに行わ
れていく。地方政府の拒否権を否定し，他省庁
からの批判，そして裁判の判決すら事実上無視
し，自ら決定すると定められている先住民族の
リーダーの選定に過度に介入し，軍や警察の超
法規的な暴力行為を容認し，鉱山推進派のロー
カルエリートが先住民族や住民のための補償金
やプロジェクトを独占するのを黙認する。20）こ
れらに対して，連日のように大規模なデモが生
じ，メディアも同調するが，アロヨ政権の終了
する2010年5月まで鉱山開発は強引に推し進
められることとなった。
筆者は，2011年末の時点で操業中の中規模，

大規模の29鉱山に関して，2016年6月までの
間における鉱山開発開始以前と以降の合意形成
－以前は鉱山の開発に関する合意，以降は拡
張，環境，労働条件，その他開発開始以降に生

じた問題への対処－を調べた（Kurita，2015，
2016）。その内，被害住民と十分なコンタクト
を取ることができなかった5鉱山を除いた24
鉱山全てにおいて，被影響住民の一部もしくは
多くが，事前コンサルテーションや被害補償，
利益分配から排除されており，9鉱山で軍や警
察によるあからさまな抑圧活動が展開され，別
の2鉱山では企業や政治家によって反対・不満
住民への抑圧が行われ，合意の強制と被害に関
する泣き寝入りを強いられている。言い換える
ならば，ほとんどすべての鉱山において，フィ
リピンの民主的な制度が部分的に機能不全に
陥っており，その機能不全によって鉱山活動が
支えられているのである。
この合意不可能性メカニズムのプロセスをま

とめるならば，まず，合意不可能な状況で鉱山
開発の合意強制を可能とする鉱業関連諸制度の
整備と機能が，不満メカニズムや強欲メカニズ
ムを刺激し，次いで抑圧メカニズムを刺激し，
その悪循環が作り出される。その拡大的な悪循
環の中で，住民や国民意識の無視や国家の暴力
手段による強権発動を可能とする制度が市民社
会の機能不全へと波及し，全国的なレベルで
チェック＆バランス機能は阻害され，権威主義
化，汚職の蔓延，社会の混乱が進展する（表
2）。

紛争および合意不可能性に起因した
脱工業化の兆し
上述の社会の混乱，汚職の蔓延，権威主義化

は，フィリピンの工業生産性を高めるような投
資の環境を悪化させる。1990年代半ばになっ
て，ようやく「資源の呪い」を主要因の一つと
した社会混乱から回復の兆しを見せた投資環境
は，長期的かつ堅実な工業投資環境を反映する
ソブリン債格付けが示すように，投機的水準か
ら抜け出すことなく停滞し，上述の社会的混乱
が全国に蔓延した2000年以降の鉱山開発の強
行を契機として再び悪化した。20）これら事例に関しては，筆者の調査 KURITA（2015，

2016）を参照。
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3． 急激な鉱業国化に混迷する
モザンビーク

1992年に16年にわたる内戦が終結し，モザ
ンビークは市場経済のダイナミクスを利用した
近代的な開発へと政策の舵を切った。社会主義
制度から資本主義的な制度導入への大規模な制
度的転換の下で，私的財産権，民間企業規制，
外国投融資規制，国営企業民営化，各産業関連
規制が整備され，それら制度への国際援助の下
支えによって，その当初は国際援助を原動力と
して開発国家としての基盤の整備を開始し，
2000年を過ぎる頃からは大規模開発プロジェ
クトにエンジンを切り替えた経済成長が始動し
た。成功裡に開始された大規模プロジェクトと
その投資額は，Kenmare重金属鉱山プロジェク
ト（4．6億＄），Sasolガスプロジェクト（10億
＄），Vale石炭プロジェクト（12．6億＄），Rio
Tinto石炭プロジェクト（48．49億＄），Mozal
アルミニウム精錬プロジェクト（23億＄）の
5つであり，モザールのアルミニウム精錬以外
の全てが本稿の定める鉱業の分野における開発
であった。
モザンビークは右肩上がりの経済成長を持続

させ， GDP成長率も1995年と2000年を除き，
5％から15％の高い値を示し続けた。大規模
プロジェクトの相次ぐ受け入れも多国籍企業へ

の安心を与える結果となり，開発優良国として
国際的な注目を集めるまでになった。さらに，
政府開発援助に下支えされた企業による資源探
査は，特に石炭と天然ガスの埋蔵量を飛躍的に
増大させ，21）世界有数の資源保有国として世界
中から資源開発のためのインフラや資源の開発
申請が集中した。石炭増産，新規天然ガス開発，
資源探査，資源輸送インフラに関する数多くの
大規模プロジェクトが多国籍企業とモザンビー
ク政府との間の交渉のテーブルにつき，次々と
申請が許可されている。
しかし，2014年から続く国際資源価格の暴

落とそれに続くモザンビーク政府の巨額隠し債
務の発見が，順調に見えたモザンビーク経済を
直撃し，経済を危機的な状況に再び引き戻すこ
ととなった。国際金融機関や他国政府は支援や
融資の計画を凍結もしくは縮小させ，政府への
批判が強まり，モザンビーク政権を担うフレリ
モと停戦協定を継続させてきたレナモが再び武
装活動を部分的に開始した。

鉱業化
モザンビークの鉱業化は，2000年以降の相

次ぐ優良な石炭と天然ガスの発見および2002
年の鉱業法改正を契機とし，主に石炭と天然
ガスの開発・拡大によって加速された。開発
され生産に達した鉱山・油田は，Sasolによる

21）2010年に発見された大規模天然ガス油田は，モザ
ンビークを一躍世界有数の天然ガス埋蔵国へと押し
上げた。その後も天然ガス油田は発見されてお

り，2015年の時点でモザンビークの天然ガス埋蔵量
は世界14位。

表3 モザンビークの鉱物資源＆金属生産量推移

出典：USGS Statistics
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Pande and Temeneガス油田（2004年生産開始），
KenmareによるMoma重砂鉱山（チタン中心，
2007年生産開始），ValeによるMoatize炭鉱
（2011年生産開始），JSPLによる Chirodze炭鉱
（2012年生産開始），RioTintoによる Benga炭鉱
（2012年生産開始）であり，生産量の急速な拡
大とともに，経済分野でのパフォーマンスを著
しく増大させる（表3）。

過剰債務メカニズム
モザンビークにおいて「資源の呪い」メカニ

ズムの中で最も注目されているのが，債務に関
するものである。表4にモザンビークの公的債
務の推移を示した。紛争から明けたモザンビー
クは，その GDPに比して巨額な，しかし，重
債務途上国への配慮としての好条件な公的債務
に依存した再スタートを切り，その後2001年
5，632百万＄，GDP比を123％まで上昇させた
が，世界銀行や IMF，その他国際金融機関か
らの条件や監視による健全な制度改善とマクロ
経済管理，加えて，アルミや石炭の本格的な生

産と国際価格の上昇，そして内戦終結後の政治
経済的な安定の持続と相次ぐ先述のメガプロ
ジェクトの誘致成功に大きく後押しされ，2006
年には3，406百万 US＄，GDP比36％まで債務
の持続的な削減を実施する優良国として国際的
な評価を得るまでになった。
そして，2010年の世界有数規模の天然ガス

油田の発見が，制度改善と国際金融機関からの
監視を伴った堅実な，言い換えるならば，監視
の下で不自由かつ痛みを不可避とする復興政策
からモザンビーク政府を大きく解き放つ決定的
な契機となった。鉱業界や国内外のメディア，
金融機関等は，ガス油田の開発の成功が将来的
な経済成長を約束するものとして喧伝し，当時
のゲブーザ政権やそれを引き継いだニュシ政権
も天然ガスによる約束された発展を国内外に積
極的にアピールするようになる。
事実，2006年より上昇に転じた公的債務は，

2010年の天然ガス油田の発見の時期を境に急
上昇に転じ，それと同時に債務増大への懸念も
高まる。しかし，その懸念はガス油田開発契約

表4 モザンビーク公的債務の推移

出典：http://countryeconomy.com/national-debt/mozambique
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後に得られる投資税および開発成功後の巨額レ
ントによって容易に返済可能であるという期待
によって絶えず軽減されることとなった。
例えば，債務拡大が既に顕著となった2014年

時点でのドイツ銀行研究所が発行したモザンビ
ーク経済の先行きに関する報告 Deutsche Bank
Research（2014）では，債務増大や高い汚職度，
低い人間開発やインフラ，顕著化する鉱業依存
経済に留意しつつも，石炭と天然ガスへの投資
と輸出の拡大が巨額の税収をモザンビークにも
たらすことを強調し，工業化の進展が見られる
こと，政府の高い政策改善意欲を加味した後，
モザンビークの経済成長への明るい展望を指し
示している。このような展望はドイツ銀行だけ
ではない。数多くのメディアや金融機関，その
他経済分析機関が同様の分析の下，資源によっ
て加速された経済成長を支持し，急増を続ける
債務や実際には遅々として進んでいない工業化
と工業・農業の輸出停滞から実質的に目を逸ら
し，債務の増大を容認した。
しかし，2014年から顕著化した国際資源価

格の急落がモザンビーク経済を直撃し，外貨不
足のため債務返済が困難となったモザンビーク
政府は IMFに対してスタンドバイ・クレジッ
ト・ファシリティの利用を申請せざるを得ない
状況に陥った。さらに，翌年4月にモザンビー
ク政府系企業による11．6億ドルの隠し債務が
発覚したために IMFは融資を見送り，デフォ
ルトに陥った。加えて，デフォルトに前後して，

米国やヨーロッパ諸国といったモザンビーク援
助国政府も次々と多くの融資計画の見送りや縮
小を表明した。
以上，モザンビークが過剰債務メカニズムに

陥っていたことは間違いない。モザンビーク政
府，鉱業関連多国籍企業，そして，先進国政府
や国際金融機関も石炭や天然ガスのもたらすで
あろう巨額の利益を見越してモザンビークの過
剰債務の問題を軽視した結果，デフォルトに陥
り，後述する工業投資環境の悪化や和平合意し
て野党となっている武装勢力の活発化をも生じ
させることとなった。

脱工業化メカニズム
モザンビークは中長期的な経済戦略の中でこ

そ工業化を組み込んでおり，いくつかの分野に
おいて目覚ましい成果を上げ，デフォルト直前
までは投資環境も向上を見せていたが，その成
果は芳しいものではなかった。実際，鉱業の拡大
が開始される2005年頃より工業，農業は輸出
比で伸びていない。他方で，資源とアルミニウ
ム（中間財）の輸出が拡大したため，押し上げ
られた為替レートと汚職による手続きの問題
が，工業や農業への投資の大きな阻害要因と
なっている。22）そして，2014年6月，2015年1
月との国際資源価格低迷による経済混乱，隠し
債務発覚，デフォルト，格付けの降格は，長期
的な視点を有する健全な工業投資家にとって決
定的なマイナス要因である。後述のレナモとの

表5 モザンビーク輸出構造推移

注：輸出品によって重複する部分があるため，総計は100％を超える
出典：World Bank Database
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武力衝突の頻繁化も投資環境を著しく低める要
因となる。
他方，資源の量と質が重要な資源開発多国籍

企業にとって，それら要因は決定的な投資忌避
要因とはならず，逆に好条件での開発契約を締
結するための好条件にもなりうる。これら多国
籍企業やメディアは，デフォルトに懸念を評し
つつも，資源開発の成功を通した近い将来の巨
額利益によって，モザンビークが債務問題を十
分に解決できるとの力強いメッセージを送り続
けている。23）

紛争関連メカニズム
1975年のポルトガルからの独立の後，政権
を担うフレリモ（モザンビーク解放戦線）が社
会主義路線をとったことに対して，1976年に
ローデシアにより革命武装組織レナモ（モザン
ビーク民族抵抗運動－当時はMNR）が設立さ
れ，紛争へと発展した。その後，国際社会の介
入によって複数政党による民主的な統治で合意
に達し，1992年に和平協定が締結された。1994
年の選挙は成功裏に進められ，フレリモが接戦
を制した。24）しかし，その後の新国家形成過程

においてレナモの十分な武装解除には至らず，
さらに，2000年以降の資源開発を中心とする
経済成長と国際的監視からの脱却への期待が，
経済政策のみならずレナモとの間の和平協定に
基づく新国家形成プロセスにおいても与党フレ
リモの横政を顕著化させてく。1999年の選挙
まで大差ない議席差であったにも関わらず，
「勝者総取り」（CLUB OF MOZAMBIQUE，2016）
のフレリモの独裁体制が，特に2004年選挙準
備から強まっていった。これに対して，レナモ
は危機感と不信感を募らせていく。25）

2004年の選挙において，レナモはフレリモ
による選挙の不正行為を批判して選挙結果の受
け入れを拒否した。また，2004年に誕生した
ゲブーザ政権は，これまで以上に顕著なレナモ
外しと抑圧を進め，国際市民社会の期待する和
平プロセスからも離れていった。このような状
況の下でレナモの武装解除が進むはずもなく，
レナモ兵士の政府軍への編入や退役兵士への支
払い等の条件の不一致を理由に，レナモは武装
解除を拒み続けて行く。
一方，2010年の大規模天然ガス油田発見を

機に大統領をはじめとした主要閣僚から景気の
良い発言が相次ぐが，豊かさを享受もしくは実
感できない内陸部において，不満が高まってい
く。2009年に実施された初めての州議会選挙
でフレリモ与党が圧倒的な勝利を納めた。そし
て，2014年の選挙では，資源利益の実感は極
僅な住民と一部の資本家・政治家階級にしか届
かず，また，石炭開発地域や新たな輸送ルート
地域にさえ利益が渡らないどころか，逆に強制
移転，環境問題，ビジネス機会からの地域住民
排除等の被害の経験や報道26）が，全ての州，
とりわけ当該地域であるテテ州，ソファラ州，
ザンベジア州，そしてナンプラ州において，レ

22）モザンビークは，その当初こそ基礎的な工業の設
立・誘致に成功したものの，その後，鉱業とアルミ
産業の背後で停滞を見せている。工業化とその分析
に関しては，Cruz et al.（2014）を参照。また，ビジ
ネス環境に関しては，世界銀行の年次レポート Doing
Businessを参照されたい。

23）2020年から2023年の間に操業が開始されるであろ
う Anadarcoや Eniによる世界有数の規模となる天然
ガスプロジェクトは，その中で最も債務解決に期待
されたプロジェクトである。また，Anadarcoや Eni
の有する権益の買収を Exxonが視野に入れていると
の鉱業界の情報も，13億 US＄という巨額の税収を即
座にもたらすものとして期待を集めている。例えば，
https:/ /mozambiqueminingpost.wordpress. com /2016/06/
30/on-bloomberg-exxon-said-to-eye-mozambique-gas-deal
-again/，http://clubofmozambique.com/news/an-agreement
-which-proves-that-crisis-is-not-stopping-investment-in-
mozambique/

24）得票率と議席数は，フレリモ，レナモ，それぞれ
44．3％，129／250議席と37．8％，109／250議席。選挙
の経緯と結果については，国連の選挙監視に関する
webサイト http://www.un.org/en/peacekeeping/missions/
past/onumozFT.htmが詳しい。

25）特に，2004年頃までにレナモが有していた野党とし
ての政治的影響に関しては，Manning（2008）を参照。

26）これらの問題については，多くの調査報告がなさ
れている。例えば，Kirshner and Power（2015），Kabemba
and Nhancale（2011），Human Rights Watch（2013），
Vunjanhe and Nhampossa（2012）を参照。
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ナモの主張である利益の不平等分配やフレリモ
の独占・汚職の正当性を強めた。結果，表6で
示すように選挙においてテテ州，ソファラ州，
ザンベジア州では得票数においてレナモがフレ
リモを上回り，ナンプラ州でも同数を勝ち取っ
ている。
このような政策への不満とレナモへの賛同者

の増大，そして，レナモ自身のフレリモとの利
益分配交渉の難航や数多くのフレリモによる選
挙不正行為，27）選挙後の一定数の議席獲得にも
かかわらずの「勝者総取りシステム」28）の下で
の実質的な政治参加阻害は，レナモが合法的な
交渉に見切りをつけるのに十分であった。29）決
定的なきっかけは，2013年の和平協定の下での
政府軍のレナモ襲撃であったが（BBC News，
2013），その後の対話と武力の二つの交渉カー

ドを利用しつつも，石炭鉱山のあるテテ州やそ
の輸送経路のあるソファラ州，ザンベジ州，ナ
ンプラ州，ニアッサ州での輸送襲撃や輸送経路
破壊は年を追って頻繁化している。
反政府武装活動の活発化に対して，政府軍も

積極的な軍事行動で対抗している。政府軍，レ
ナモの両者が先制攻撃を否定して相手からの和
平協定破りの攻撃を自らの武力攻撃を正当化す
る。しかし，政府軍が資源輸送経路に重点的に
配備されてはいるものの，それが過度の軍の拡
張や合法的な鉱業反対運動，その他市民参加に
対して更なる抑圧を生じさせているという情報
は，2017年8月現在まであがっていない。後
述のように，モザンビークの鉱業開発の現場で
は，鉱業利益の政府取り分を大きく損ねる可能
性のある住民運動や開発是非および被害に関し
ての住民の批判は，事業主体や政府にとって容
易に無視できるものであり，少なくともモザン
ビーク政府に大きな損害や利益獲得機会喪失を
与えるだけの影響力を反対住民が持ち得ていな
いことが理由である。
以上の状況は，軍や警察による抑圧がない，

言い換えるならば，抑圧メカニズムが機能して
いないということを決して意味するものではな
い。移転や開発の是非，被害，利益分配等への
不満が，軍や警察，そして，既存の社会構造に
よって抑圧され続けており，それが民主化や住

27）選挙の不正については，多くのメディアや報告が
ある。例えば，2015年の米国の国別人権報告書 United
States Department of State（2016）参照。

28）レナモの政治戦略に詳しいミッシェル氏は，選挙
後の「勝者総取りシステム」と1960，70年代にラテ
ンアメリカ諸国が有していたような時代遅れの権威
主義的なシステムがレナモを平和的交渉から武装闘
争へと回帰させる大きな要因であると分析する
（CLUB OF MOZAMBIQUE，2016）。
さらに，Green & Otto（2014）は，同様の見地から

資源に端を発する極所的紛争の可能性とその解決策
として両党の政治的対話の必要性と困難性を説く。

29）レナモの政治的な選択と武力闘争への回帰につい
ての分析は，CLUB OF MOZAMBIQUE（2016）を参照。

表6 2009年，2014年の州選挙結果（％）

出典：Africa Confidential, EUROPEAN UNION ELECTION OBSERVATION
MISSION
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民参加の制度的，実質的な発展を阻害している
ことは確かである。
紛争関連メカニズムに関しては，政権を担う

フレリモが国際社会の監視する和平プロセス
から逸脱，言い換えるならば海外援助の可能性
を減らしてまでレナモの武装闘争再開を煽る
ような，60年代，70年代にラテンアメリカや
アジア諸国で見られた排他的一党独裁化路線を
選択した背景に，やはりそれら諸国同様，巨大
な資源利益への期待があったことは間違いな
い。また，巨額の資源投資と政府収入にもかか
わらず，少なくとも地元社会・経済への十分な
還元（もしくはその実感）を与えることができ
ていない状況，さらには，国際資源価格の暴落
や政府の汚職が多くの国民の生活を逼迫させて
いる状況がレナモの正当化を支え，もしくは，
レナモの武装抵抗を容認する雰囲気を作り出
し，追い込まれたレナモの武装抵抗を支えてい
る。

合意不可能性メカニズム
表7は，鉱業関連環境規制整備の進展につい

て示したものである。資源開発における EIA
を通した住民参加に関しては，「1997年環境
法」以降の修正を受け，2004年には「鉱業環
境規則」「EIA規制」の元で，少なくとも文言
自体は，土地の所有権と利用権との違いこそあ
れ，国際的な水準にまで達している。しかし，
特に市民ネットワークから孤立した辺境の農村
地域において，EIAのプロセスにおいて住民の
自由な意見，特に，事業主体や政府にとって
障害となるような意見が取り上げられ，反映
されるのは，非常に困難であると言わざるを得
ない。
事実，表8に示したように，2000年以降に

申請され，開発にまで至った石炭関連プロジェ
クトに関して，EIAプロセスでは住民の意思や
合意形成に関して障害なく手続きが進み，その
後市民ネットワークがプロジェクト地域の被害
住民に達することで，移転や補償，その後の生
活や補償履行の問題に関する交渉や合意が不十

表7 モザンビークの鉱業関連法

出典：モザンビーク政府ウェブサイトより筆者作成
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分であったことが次々と明らかにされた。30）

合意形成に関して，少なくとも現在操業中の
モザンビーク鉱山によって移転を余儀なくされ
る住民は，ラテンアメリカやアジアの鉱業国と
異なり，もしくは，フィリピンで鉱山の歴史を
有していなかった孤立した島と同様，鉱業被害
や新生活手段創出のリスクの高さを十分に知る
ことができない状況であり，また，経済的には
貧困かつ不安定な状況に置かれている者が多い
ため，そして，政府に対して批判や意見を表明
することのハードルが高いため，移転地と補償
の約束と引き換えに移転を受け入れているもの
と考えられる。膨大な移転住民に新しく安定的
な生活手段を提供することは困難を極める。こ
のため，今後も同様の状況を改善できないので
あれば，開発合意不可能性が他の紛争関連メカ
ニズムと強固に結び付けられる可能性は高い。
事実，レナモの支持基盤はMoatize被害地で強
化されている。

レント関連メカニズム
レント依存メカニズムおよびレントシーキン

グ・メカニズムについての分析は，現在公表さ
れているデータから十分な分析をすることがで
きない。巨額のレント（および期待）に依存し
て痛みを伴う制度改革を先伸ばしにしているの
は間違いない。貧困改善に不可欠な汚職や透明
性，労働集約的な工業農業投資環境の整備は，
少なくとも結果をみる限り進んでおらず，巨額
の鉱業投資も地域経済の発展に寄与しているよ
うには見えない。
レントシーキング・メカニズムに関して，

資源開発に生産効率の悪い企業が参入している
という証拠はない。石炭や重砂に関しては，グ
ローバルスタンダードに言及しつつも情報が十
分に開示されているとはいえない。天然ガスに
関しては，少なくとも開発企業側は十分な情報
開示と地域住民への配慮の姿勢を見て取れる
が，それに対して政府の対応は鈍い。鉱物資
源，特に石油や天然ガスが汚職の大きな源泉と
して現地政府に認識されている事例はあまりに
も多い。31） EITI（Extractive Industry Transparence
Initiative）のメンバーとして，モザンビークは
2014年に鉱業利益に関するデータの公開を
行ったが，企業から受け取った利益開示に関す
る政府の腰は重く，報告書において以降の改善

30）国際社会に大きな影響力を有する国際人権市民組
織 Human Rights Watch（Human Rights Watch，2013）
は，Vale社Moatize炭鉱および Rio Tinto社 Benga炭
鉱の移転について詳細な現地調査を実施し，モザン
ビーク政府が経験および能力を大きく不足させてい
る状況下での早すぎる手続きが移転および移転に伴
う住民参加の問題を拡大・深刻化させていると主張
している。また，2015年時点での Benga炭鉱の移転の
問題については，Lillywhite et al.（2015），JSPLの問
題については，Justiça Ambiental（2013）を参照。

31）これらの事例に関しては，EITIによる各国のデー
タ報告書において，データ開示への現地政府のあま
りにも消極的な対応に見て取れる（https://eiti.org）。

表8 資源開発地域で生じている問題

出典：Human Rights Watch,2013, Lillywhite et al,2015, Justica Ambiental,2013
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が提言されている（EITI Mozambique，2016）。
2018年に新たな報告書が作成・開示されるこ
とになっており，32）その分析が待たれる。

結 語

フィリピンとモザンビークは，例えば，中東
諸国，ラテンアメリカ諸国，北欧諸国，オース
トラリア，カナダ，インドネシアと異なり，鉱
業国としての特殊性を十分に加味した包括的な
分析を受けた経験がほとんどない。しかし，本
稿で明らかにしたように，一般の経済分析では
抽出することが難しい，言い換えるならば鉱業
という特殊な特徴を有する産業であるが故に生
じる社会的な因果関係に両国ともに大きな影響
を受けている。そして，「資源の呪い」メカニ
ズムへの対応は，両国ともに不十分であり，危
機的な状況に直面していることは間違いない。
制度の悪化もしくは発展阻害，不満と政府（＝
制度）不信の増大，武装勢力の活性化は，鉱物
資源の豊かさ故に鉱業以外の産業の活動余地を
大きく狭めており，未だ多くの国民が貧困にあ
えぐ両国において，包摂的な発展をますます困
難なものとしているからである。
両国ともに複数の「資源の呪い」メカニズム

に直面しているが，同じフィリピンであっても
最初と二度目ではメカニズムが異なり，それは
フィリピンとモザンビークとの間でも同様であ
る。その国や鉱業地域の有する歴史や地理的政
治経済的文化的社会的特徴，鉱物資源の種類等
によって，その発現ルートやメカニズム間の関
係性も異なる。統計分析による普遍的な「資源
の呪い」メカニズムの抽出とは別に，一国分析
の積み重ねや包括的な分析，それらの比較が重
要な理由がここにある。
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